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第141期定時株主総会招集ご通知に際しての 
インターネット開示事項 

 
 
 

・事業報告の「会計監査人に関する事項」および 
｢業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要」 
・連結計算書類の「連結注記表」 
・計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」 

 
 
 

事業報告の「会計監査人に関する事項」および「業務の適正を確保するた
めの体制および運用状況の概要｣、連結計算書類の「連結注記表」ならび
に計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」につきまし
ては、法令および定款第14条の規定に基づき、当社ホームページ 
(https://www.sumitomo-chem.co.jp/) に掲載することにより株主の皆
さまに提供しております。 

 
 

住友化学株式会社 
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会計監査人に関する事項 
 
 １．会計監査人の名称      有限責任 あずさ監査法人 
 
 ２．当期に係る会計監査人の報酬等の額 
 

内    容 支 払 額 
報酬等の額 172百万円 
当社および子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 497百万円 

 （注）１. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の額
を区分しておらず、かつ、実質的にも区分ができないため、報酬等の額の支払額には金融商品取引
法に基づく監査の報酬等を含めております。 

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務執行状況および報酬見積りの算出根拠を検証・確
認し、監査報酬の妥当性を総合的に検討した結果、会計監査人の報酬等について、会社法第399条第
１項に基づき、同意を行っております。 

３. 当社の重要な子会社のうち、スミトモ ケミカル ド ブラジル Representações Ltda、スミト
モ ケミカル ブラジル インダストリア キミカ S.A.、CDT ホールディングス リミテッド、
ケンブリッジ ディスプレイ テクノロジー リミテッド、東友ファインケム株式会社、SSLM株式
会社、マイオバント サイエンシズ リミテッド、マイオバント サイエンシズ GmbH、旭友電
子材料科技（無錫）有限公司、住化電子材料科技（無錫）有限公司、住華科技股份有限公司、スミ
トモ ケミカル アジア プライベート リミテッド、ザ ポリオレフィン カンパニー（シンガ
ポール）プライベート リミテッドおよびスミトモ ケミカル インディア リミテッドは、当社
の会計監査人以外の監査法人の法定監査を受けております。 

 
 ３．非監査業務の内容 

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）
であるコンフォートレター作成業務を委託しております。 

 
 ４．会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社監査役会は、会社法第340条に定める会計監査人の解任のほか、会計監査人の独立性
およびその職務の遂行状況等に鑑み、会計監査人が継続して職務を遂行することに関して
重大な疑義が生じた場合には、会社法第344条に定める手続きに従い、会計監査人の解任
または不再任について株主総会に付議する方針です。 
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業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要 
 
 １．業務の適正を確保するための体制についての決議内容 
（1）基本的な考え方 
①当社は、住友の事業精神、経営理念に基づき、当社および当社グループ会社から成る企
業集団が、サステナビリティの推進、すなわち、事業を通じて持続可能な社会の実現に
貢献すると共に、自らの持続的な成長を実現するため、｢サステナビリティ推進基本原
則」や「住友化学企業行動憲章」等に則り、事業活動を行うものとする。 
②当社は、業務の適正を確保するために必要な体制（以下、｢内部統制システム」という）
の整備を組織が健全に維持されるための必要なプロセスであり、かつ、事業目的達成の
ために積極的に活用すべきものであると認識し、以下の「内部統制システム」を構築す
るとともに、経営環境の変化に応じてこれに修正を加えることにより、株主をはじめと
するステークホルダーの利益に適う経営を行っていくこととする。また、かかる目的を
確実に実践するため、専門の委員会を設置する。 

 
（2）当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
①当社は、法令および定款に基づき、会社の機関として、株主総会、取締役、取締役会、
監査役、監査役会および会計監査人を設置する。また、取締役、監査役については、独
立性のある複数名の社外取締役、社外監査役を選任する。取締役と監査役の指名および
取締役の報酬に関する透明性と公正性を高めるため、社外役員が過半数を占める役員指
名委員会と役員報酬委員会を設置する。 
②取締役は、法令および定款ならびに株主総会の決議を遵守し、取締役が負うべき善良な
管理者としての注意を払う義務および忠実にその職務を行う義務を負う。取締役の任期
は１年とし、経営環境の変化に迅速に対応する。取締役会は、取締役が法令および定款
を遵守しているか、また、｢内部統制システム」に関する基本方針に従い、適切に「内
部統制システム」を構築し、それを運用しているかを監督する義務を負う。 
③取締役は、財務報告の信頼性を確保し、また会社情報を適正かつ適時に開示するために
必要な体制を整備する。 

 
（3）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、様々な媒体で取り扱う業務上の情報について、保存や廃棄、管理の方法、情報
システムの運用方法等を規程に定め、当該規程に従って管理体制を整備し、情報を適切
に保存および管理する。 

 
（4）当社および当社のグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制 
①取締役会は、当社および当社のグループ会社から成る企業集団の事業の方針、事業計画、
経理・財務、研究・開発等に関する重要事項について、目標を適切に定め、またそれら
の進捗を管理する。 
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②取締役会は、業務執行の迅速化と責任の明確化を図るため、執行役員を選任し、取締役
会が決定した特定の業務領域において業務を執行させる。 
③取締役は、ITを活用した当社および当社のグループ会社から成る企業集団の経営情報シ
ステムを構築して、経営情報の迅速かつ適正な把握に努める。 

 
（5）当社の使用人ならびに当社のグループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令及

び定款に適合することを確保するための体制 
①当社は、｢住友化学企業行動憲章」のもと、社会規範の遵守と倫理観の高揚に関する教
育をするなど、従業員の遵法意識の徹底、健全な企業風土の醸成に努める。 
②当社は、コンプライアンスを統括する委員会を設置して、当社のコンプライアンスの状
況を調査・監督し、必要なときは改善を勧告する。 
③当社は、コンプライアンス違反やそのおそれがある場合の通報を受け付けるための内部
通報窓口を設置して、事態の迅速な把握と是正に努める。 
④当社は、従業員が行う業務の適正、有効性を検証するため、内部監査部署を設置すると
ともに、重要な損失の危険（以下リスクという）のある業務、部署またはシステム等に
ついては、特別な管理または監査を行うための対策を講ずる。さらに、監査役、会計監
査人、内部監査部署等の監査による指摘事項に対しては、被監査部署等において、一定
期間内に適切な改善策をとることとする。 
⑤当社は、法令および定款に適合した企業活動を遂行するための最適な組織を設計・構築
し、各組織の役割・機能を明確にする。 
⑥当社は、組織の目標を達成するために、従業員が果たすべき目標の設定を促し、その目
標の達成度をもとに従業員の評価および処遇をなすことを柱とした人事制度の公正な運
用に努める。 
⑦当社は、国内外の主要なグループ会社に対して、当社と同等のコンプライアンス体制を
導入し、適切に運用するよう求めるとともに、内部監査を実施することにより、グルー
プ全体の適切な内部統制の構築、維持、改善を図る。 

 
（6）当社および当社のグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
①当社は、当社および当社のグループ会社から成る企業集団のリスクに関する意識の浸透、
リスクの早期発見および顕在化の未然防止、緊急事態発生時の対応等を定めた規程を整
備する。 
②当社は、当社および当社のグループ会社から成る企業集団のリスクマネジメントを統括
する委員会を設置して、リスクマネジメントに関する全社方針を定め、リスクを評価し、
リスクマネジメントに関する計画の立案・実行の状況を調査・監督し、必要なときは改
善を勧告する。 
③当社は、全社をあげて取組むべき緊急事態が発生した場合には、本社対策本部を設置し、
迅速な事態の究明と解決に努める。 
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（7）当社および当社のグループ会社から成る企業集団の運営ならびに当社のグループ会社の
取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 
①当社は、当社および当社のグループ会社から成る企業集団の運営に関する規程を整備し、
当該規程の下で国内外のグループ会社に対して事業の方針、事業計画、その他事業上の
重要事項の報告を求めるとともに、グループ会社との間で経営戦略に関する相互認識を
深め、共有化に努める。 
②当社は、当社の監査役が主要なグループ会社の監査役その他の監査担当者との情報交換
に努め、相互に連携して、企業集団の監査の実効性を確保できる体制の整備に努める。 

 
（8）当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
①監査役の職務を補佐すべき使用人に関する事項 
当社は、社内規程に基づき、当社の監査役の指揮を受けその職務を補佐する専任の従業
員を置く。当該従業員の人事については、監査役の承認を得た上で行う。 
②監査役への報告に関する事項 
ア）当社の取締役および従業員は、当社および当社のグループ会社の重要事項に関する
会議に常勤監査役が参加できる体制を整備するほか、法令に基づく事項に加え、当
社および当社のグループ会社に関して当社の監査役が求める事項について、適宜、
監査役へ報告を行う。 

イ）当社の取締役は、内部監査部署の実施する内部監査の計画、内部監査実施の経過お
よびその結果について、監査役へ報告を行う。 

ウ）当社は、当社の取締役および従業員ならびに当社のグループ会社の取締役、監査役、
従業員が当社の監査役への報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保で
きる体制を整備する。 

③監査役の職務の執行について生じる費用に関する事項 
当社の監査役の職務の執行について生じる費用は、監査役の職務の執行に必要なものを
確保できる体制を整備する。 
④その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
代表取締役は、当社の監査役と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、会社を取
り巻くリスク、監査役監査の環境整備の状況等について意見を交換し、相互認識を深め
る。 

 
（9）反社会的勢力排除のための体制 

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは取引関係も含めた一切
の関係を持たないこととし、これら反社会的勢力に対しては、外部専門機関と連携し、
毅然とした態度で対応する。 
 

（注）上記の基本方針は、2006年５月15日開催の取締役会において決定し、その後、2011年３月25日、2012
年３月23日、2015年３月31日および2019年３月29日開催の取締役会において一部改定を行ったもので
あります。  
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 ２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
当社では、上記の方針に基づいて、内部統制システムの点検・整備とその適切な運用に努
めており、運用状況は以下のとおりであります。 

（1）職務執行の適正性および効率性の確保に関する取り組み 
①当社グループにおける内部統制システムの点検・整備については、｢内部統制委員会」
で審議しています。 
②取締役会等における、社外取締役・社外監査役に対する報告内容の一層の充実、自由闊
達かつ建設的な審議等を通じて、取締役の業務執行に対する監査、監督機能をより一層
強化しています。 
③グループ全体のコンプライアンスを徹底するための体制の確立・運営について、｢コン
プライアンス委員会」およびその傘下の地域法務・コンプライアンス統括（RLCO）に
よる指導・支援を強化しています。 
④グループ全体の従業員に対して内部通報制度利用の働きかけを強化しています。受信し
た通報に基づく調査については、通報者のプライバシーや秘密保持に対し最大限配慮し、
誠実に通報を行った通報者が、通報を行ったことを理由として解雇、配転、差別などの
不利益を受けることのないよう、最大限の注意を払いつつ、慎重かつ丁寧な調査対応を
行うとともに、対応状況についてコンプライアンス委員会および監査役会に定期的にお
よび重大な案件については速やかに報告を行っています。なお、2021年12月、内部通
報制度認証（自己適合宣言登録制度）の登録を更新しております。 
⑤コンプライアンス推進月間における各部でのコンプライアンスリスクの洗い出しおよび
その発生予防策の策定・実施、従業員コンプライアンス意識調査、各種コンプライアン
ス研修の実施などを通じて、コンプライアンスリスクの具体的な低減および従業員のコ
ンプライアンス意識の向上を図っています。 
⑥当社は、専任の組織を設置して、当社および主要なグループ会社に対する内部監査を、
リモート監査も活用しつつ実施しており、その結果を、内部統制委員会等を通じて取締
役会に報告しています。また、財務報告に係る内部統制の評価については、内部統制・
監査部が事務局として対応し、同じく内部統制委員会に報告しています。 
⑦重要な意思決定の迅速化、業務執行責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入して
います。また、適切な意思決定に向けて経営情報をより迅速かつ適正に把握できるよう、
デジタルテクノロジーを活用した業務の飛躍的な効率化と質の向上に取り組んでいます。 
⑧取締役の職務執行に係る情報については、情報管理に係る規程に従って適正に保存、管
理しています。また、重要インフラ事業者の一員として、サイバーセキュリティを経営
問題と考えており、制御系も含め、テレワークの進展の下でさらに高まるサイバーセキュ
リティの脅威に対応するため、国内外のグループ会社を含めた組織全体でセキュリティ
ポリシーの策定、リスク管理・インシデント管理体制の構築等、リスク対策の更なる強
化を進めています。 
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（2）リスク管理に関する取り組み 
グループ全体に関わるリスク管理に関する方針の立案や、リスク情報の収集、社内への
周知徹底等の諸施策について、｢内部統制委員会」で審議しています。また、自然災害
や感染症リスクを含む重大なリスクが顕在化した場合に迅速に対応するため、｢リス
ク・クライシスマネジメント委員会」で個別のリスク・クライシスの対処方針等を審議
しています。 

 
（3）グループ会社の経営管理に関する取り組み 
①グループ会社の業務執行に係る管理規程に基づき、各社の事業運営に係る重要事項は当
社に適切に報告されています。また、各社との間で情報の共有化を進めており、経営戦
略に関する相互認識と情報の共有化に努めています。 
②当社は、グループ会社が経理や情報システム、レスポンシブル・ケア（安全・健康・環
境・品質）といった重要な業務で最低限守るべき事項をグループ業務標準として定め、
グループ会社にそれに準拠した制度を整備し、運用するよう、支援・指導しています。 
③当社は、中国、アジア・オセアニア、米州、欧州の４地域に地域統括会社を設置してお
り、各地域統括会社は当社の方針の伝達、情報の収集と共有、専門的知見の提供やシェ
アドサービスの提供などを通じて、地域内のグループ会社における課題解決を支援する
とともに、内部統制、コンプライアンス、レスポンシブル・ケア、ITセキュリティの一
層の強化を図っています。 

 
（4）監査役監査の実効性の確保に関する取り組み 
①当社の監査役は、取締役会、経営会議、内部統制委員会、その他の重要会議に出席する
ほか、代表取締役との意見交換、工場・研究所への往査、事業部門に対するヒアリング、
国内外のグループ会社の調査、グループ会社監査役、監査等委員との意見交換を行うと
ともに、内部監査部門、コンプライアンス部門、レスポンシブルケア部門から定期的に、
また、重要事項発生の都度、報告を受けています。また、会計監査人とは、会計監査人
の品質管理体制の確認を含む監査計画の協議、監査結果の報告の受領、意見交換を行う
等、監査役が必要とする情報の適切な提供を受け、監査を実施しています。 
②当社では、監査役の職務を補佐するため、業務執行部門から独立した専任部署を設置し、
専従のスタッフを置いています。監査役への報告を理由として不利な取扱いを受けない
ことおよび監査役の職務執行の費用の確保についても規程に明記し、徹底しています。 
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連結注記表 
 
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 
 １．連結計算書類の作成基準 

当社およびその子会社（以下「当社グループ」という｡）の連結計算書類は、会社計算規
則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下「IFRS」という｡）に準拠して作成
しております。 
なお、同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。 

 
 ２．連結の範囲に関する事項 
（1）連結子会社等の数           …212社 

上記には、ジョイント・オペレーション２社を含めております。 
（2）主要な連結子会社等の名称 

大日本住友製薬株式会社、CDT ホールディングス リミテッド、スミトモ ケミ
カル アジア プライベート リミテッド、東友ファインケム株式会社、ベーラント 
U.S.A. LLC、ザ ポリオレフィン カンパニー （シンガポール） プライベート 
リミテッド等 

（3）連結子会社等の増減 
増加：４社（設立等による増加） 
減少：18社（合併、清算等による減少） 

 
 ３．持分法の適用に関する事項 
（1）持分法を適用した会社の数     …30社 
（2）主要な会社の名称 

ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパニー、ペトロケミカル 
コーポレーション オブ シンガポール （プライベート） リミテッド等 

（3）持分法適用会社の増減 
増加：１社（追加出資による増加） 

 
 ４．連結子会社の事業年度等に関する事項 

子会社の決算日が当社グループの連結決算日と異なる場合には、連結決算日現在に実施し
た仮決算に基づく子会社の財務諸表を使用し、連結を行っております。 
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 ５．会計方針に関する事項 
（1）金融資産の評価基準及び評価方法 
①非デリバティブ金融資産 
（ⅰ）当初認識および測定 

当社グループは、営業債権およびその他の債権については発生時に当初認識してお
ります。それ以外の金融資産については、契約条項の当事者となった取引日に当初
認識しております。 
金融資産は、当初認識時に以下のとおり分類しております。 

（a）償却原価で測定する金融資産 
次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する金融資産に分類して
おります。 
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とす
る事業モデルに基づいて、資産が保有されている。 
・金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみであ
るキャッシュ・フローが特定の日に生じる。 

（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 
・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品 
次の条件がともに満たされる負債性金融商品は、その他の包括利益を通じて公
正価値で測定する金融資産に分類しております。 
a．契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方のために資産を保有する
ことを目的とする事業モデルに基づいて、資産が保有されている。 

b．金融資産の契約条件により、元本および元本残高に対する利息の支払のみ
であるキャッシュ・フローが特定の日に生じる。 

・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品 
投資先との取引関係の維持または強化を主な目的として保有する株式などの資
本性金融商品について、当初認識時に、その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産に指定しております。 

（c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産として指定する場合、または(a)(b)
以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しており
ます。 
金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される場合を除き、
公正価値に取引コストを加算した金額で当初測定しております。 
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（ⅱ）事後測定 
金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。 

（a）償却原価で測定する金融資産 
実効金利法による償却原価で測定しております。また、これに係る利息発生額は
連結損益計算書の金融収益に含まれております。 

（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 
公正価値で測定し、その変動額はその他の包括利益として認識しております。 
ただし、資本性金融商品のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
と指定したものから生じる配当金については、配当を受領する権利が確立された
時点で金融収益の一部として、純損益に認識しております。また、当該金融資産
の公正価値が著しく下落した場合または認識を中止した場合には、その他の資本
の構成要素に累積したその他の包括利益累計額は、利益剰余金に振り替えており
ます。 
負債性金融商品に係る利息発生額は連結損益計算書の金融収益に認識されます。
また当該金融資産の認識を中止した場合には、その他の資本の構成要素に累積し
たその他の包括利益累計額を純損益に組替調整額として振り替えております。 

（c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 
公正価値で測定し、その変動額は純損益として認識しております。 

（ⅲ）認識の中止 
当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が
失効した場合、または、金融資産を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクおよ
び便益を実質的にすべて移転した場合に、当該金融資産の認識を中止しております。 

（ⅳ）減損 
当社グループは、金融資産および金融保証契約の減損の認識にあたっては、期末日
ごとに、償却原価で測定する金融資産およびその他の包括利益を通じて公正価値で
測定する負債性金融商品もしくは金融保証契約に、当初認識時点からの信用リスク
の著しい増加があるかどうかを評価しております。 
金融資産の信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融資
産に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しております。金
融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金
融資産に係る貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測定しておりま
す。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権およびその他の債権について
は、常に、貸倒引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しております。
金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているか否かは、当初認
識時における債務不履行発生リスクと各期末日における債務不履行発生リスクを比
較して判断しております。この判断には、以下のような、過去の事象、現在の状況、
および将来の経済状況の予測についての、過大なコストや労力をかけずに利用可能
な範囲内における合理的かつ裏付け可能な情報を考慮しております。   
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  （a）内部信用格付け 
（b）利用可能な場合、外部信用格付け 
（c）借手の営業成績の実際のまたは予想される著しい変化 
（d）借手の規制環境、経済環境または技術環境の実際のまたは予想される著しい

不利な変化のうち、借手が債務を履行する能力の著しい変化を生じさせるも
の 

（e）同一の借手の他の金融商品に係る信用リスクの著しい増大 
（ f）債務の裏付となっている担保の価値または第三者の保証もしくは信用補完の

質の著しい変化 
また、金融商品の予想信用損失は、契約上受け取るべき金額と、受け取りが見込ま
れる金額との差額に時間価値を考慮の上測定し、当該測定に係る金額は、純損益と
して認識しております。 

②デリバティブおよびヘッジ会計 
当社グループは、為替変動リスクや金利変動リスク、商品価格変動リスクをそれぞれ
ヘッジするために、為替予約や金利スワップ、商品先物取引等のデリバティブを利用
しております。また、一部の先渡販売取引については、会計上のミスマッチを解消ま
たは著しく低減する場合に限り、契約の開始時に、当該契約を純損益を通じて公正価
値で測定するという取消不能の指定を行い、デリバティブとして金融商品に含めて表
示しております。これらのデリバティブは、契約が締結された時点の公正価値で当初
測定され、その後も公正価値で再測定しております。 
デリバティブの公正価値変動額は、純損益として認識しております。ただし、キャッ
シュ・フロー・ヘッジの有効部分については、その他の包括利益として認識しており
ます。 
当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係ならび
にヘッジを実施するにあたってのリスク管理目的および戦略について、公式に指定お
よび文書化を行っております。当該文書は、具体的なヘッジ手段、ヘッジ対象となる
項目または取引ならびにヘッジされるリスクの性質およびヘッジされたリスクに起因
するヘッジ対象の公正価値またはキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャー
を相殺するに際してのヘッジ手段の公正価値変動の有効性の評価方法などを含んでお
ります。当社グループは、ヘッジ開始時および継続的に、ヘッジ取引に利用したデリ
バティブがヘッジ対象の公正価値またはキャッシュ・フローの変動を相殺するために
有効であるか評価しております。 
（ⅰ）公正価値ヘッジ 

ヘッジ手段の公正価値の変動は純損益にて認識しております。ヘッジされたリスク
に起因するヘッジ対象の公正価値の変動はヘッジ対象の帳簿価額を修正し、純損益
として認識しております。 

（ⅱ）キャッシュ・フロー・ヘッジ 
キャッシュ・フロー・ヘッジについては、ヘッジ手段に係る利得または損失のうち
有効な部分はキャッシュ・フロー・ヘッジとしてその他の包括利益で認識しており、
非有効部分は純損益に認識しております。 
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その他の包括利益を通じて認識された利得または損失の累計額は、ヘッジ対象から
生じるキャッシュ・フローが純損益に影響を与える期に組替調整額として純損益に
振り替えております。ただし、ヘッジ対象が非金融資産の認識を生じさせるもので
ある場合には、当該資産の当初の取得原価の測定に直接含めております。 
予定取引がもはや発生可能性が高いと言えなくなった場合にはヘッジ会計を中止し、
さらに発生が見込まれなくなった場合には、その他の包括利益を通じて認識された
利得または損失の累計額を純損益に振り替えております。 

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。正
味実現可能価額は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価
および見積販売費用を控除した額であります。取得原価は、主として総平均法に基づい
て算定されており、購入原価、加工費ならびに現在の場所および状態に至るまでに要し
たすべての費用を含んでおります。 

（3）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産（使用権資産以外） 
有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除し
た価額で測定しております。 
取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去および土地の原状回復費用、
ならびに資産計上すべき借入コストが含まれております。 
土地および建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、
定額法で計上しております。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであり
ます。 
・建物及び構築物 ５－60年 
・機械装置及び運搬具 ４－12年 
なお、見積耐用年数、残存価額および減価償却方法は、各期末に見直しを行い、変更が
あった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。 
②無形資産 
無形資産については、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除した価額で
測定しております。 
個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定し、企業結合で取得した無形
資産は、取得日の公正価値で測定しております。内部発生の研究費用は発生時に費用と
して認識しております。内部発生の開発費用は、資産として認識するための基準がすべ
て満たされた場合に限り無形資産として認識することとしております。 
無形資産の償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上しております。
なお、仕掛中の研究開発として計上された無形資産は、未だ使用可能な状態にないため、
償却をせず、毎期、または減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施
しております。仕掛中の研究開発は、規制当局の販売承認が得られた時点で特許権、販
売権等の項目に振り替え、当該資産が使用可能となった時点から償却を開始しておりま
す。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであります。 
・特許権 ３－15年 
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・ソフトウェア ３－10年 
なお、見積耐用年数、残存価額および償却方法は、各期末に見直しを行い、変更があっ
た場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。 
③使用権資産 
当社グループは、契約がリースであるかまたはリースを含んでいると判定した場合、リー
ス開始日において、使用権資産およびリース負債を認識しております。 
使用権資産については、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した
価額で測定しております。取得原価は、リース負債の当初測定額に当初直接コスト等を
調整し、原資産の原状回復費用等を加えた額で構成されております。使用権資産の減価
償却費は、それぞれの見積耐用年数またはリース期間のいずれか短い期間にわたり、定
額法で計上しております。 
なお、短期リースおよび少額資産のリースについては、リース料をリース期間にわたり
定額法により費用認識しております。 

（4）のれんに関する事項 
のれんは、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上しております。 
のれんの償却は行わず、毎期、または減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テ
ストを実施しております。 
のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入れは行っておりま
せん。 
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（5）非金融資産の減損 
当社グループは、期末日ごとに非金融資産の減損の兆候の有無を判断しております。減
損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っております。のれんおよ
び耐用年数を確定できない、または未だ使用可能ではない無形資産については、減損の
兆候の有無に関わらず、回収可能価額を毎年同じ時期に見積っております。 
資産またはその資産の属する資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控
除後の公正価値のうちいずれか高い方の金額としております。使用価値の算定において、
見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値および当該資産に固有のリスクを反
映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いております。個々の資産について回収
可能価額を見積ることができない場合には、継続的な使用により他の資産または資産グ
ループのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する、
最小の資金生成単位に統合しております。のれんの減損テストを行う際には、のれんが
配分される資金生成単位を、のれんが関連する最小の単位を反映して減損がテストされ
るように、必要に応じて統合しております。企業結合により取得したのれんは、結合の
シナジーが得られると期待される資金生成単位（グループ）に配分しております。 
当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成いたしません。全
社資産に減損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位（グループ）の回収
可能価額を算定しております。 
減損損失は、資産または資金生成単位（グループ）の帳簿価額が見積回収可能価額を超
過する場合に純損益として認識いたします。資金生成単位（グループ）に関連して認識
した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、
次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額いたします。 
のれんに関連する減損損失は戻入れをいたしません。のれん以外の資産に関しては、過
年度に認識された減損損失について、毎期末日において損失の減少または消滅の可能性
を示す兆候が存在しているかどうかを評価しております。そのような兆候が存在する場
合は、当該資産または資金生成単位の回収可能価額の見積りを行っております。その回
収可能価額が、資産または資金生成単位の帳簿価額を超える場合、減損損失を認識しな
かった場合の帳簿価額から必要な減価償却費または償却費を控除した後の帳簿価額を超
えない金額を上限として、減損損失を戻入れております。 

（6）重要な引当金の計上基準 
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的または推定的債務を
負っており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該
債務の金額について信頼性のある見積りができる場合に認識しております。引当金は、
見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値および当該負債に固有のリスクを反映
した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いております。時の経過に伴う割引額の割
戻しは金融費用として認識しております。 
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①売上割戻引当金 
公的なプログラムや卸店、その他の契約等に対する売上割戻金の支出に備えて、その見
込額を計上しております。 
②資産除去引当金 
有形固定資産の除去に関して法令または契約で要求される法律上の義務およびそれに準
ずるものに備えて、その支出費用見込額を計上しております。 
③返品調整引当金 
返品による損失に備えるため、製品および商品の返品予測高を計上しております。 
④固定資産撤去費用引当金 
撤去の方針を決定した固定資産の撤去工事に伴う費用の支出に備えるため、その支出見
込額を計上しております。 

（7）退職後給付の会計処理方法 
当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を運営し
ております。 
当社グループは、確定給付制度債務の現在価値および関連する当期勤務費用ならびに過
去勤務費用を、予測単位積増方式を用いて算定しております。 
割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期
間に対応した期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。 
確定給付制度に係る負債または資産は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公
正価値を控除して算定しております。 
確定給付制度の再測定額は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識し、
直ちにその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えております。 
過去勤務費用は、発生した期の純損益として処理しております。 
確定拠出型の退職給付に係る掛金は、従業員が勤務を提供した期間に費用として認識し
ております。 

（8）収益 
①顧客との契約から生じる収益 
当社グループは、次の５ステップアプローチに基づき、約束した製品または役務を顧客
に移転し、顧客が当該製品または役務に対する支配を獲得した時に収益を認識しており
ます。 
ステップ１：契約の識別 
ステップ２：履行義務の識別 
ステップ３：取引価格の算定 
ステップ４：履行義務への取引価格の配分 
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識 
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当社グループは石油化学、エネルギー・機能材料、情報電子化学、健康・農業関連事業
および医薬品の各製品の製造・販売を主な事業としており、これらの製品の販売につい
ては、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足
されると判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識しております。また、収
益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引きおよび割戻し等を控除し
た収益に重大な戻入れが生じない可能性が高い範囲内の金額で算定しております。 
化学産業設備の設計・工事監督等の一部の履行義務については、製品または役務に対す
る支配が一定期間にわたり移転することから、履行義務の進捗に応じて一定期間にわた
り収益を認識しております。進捗度の測定は、見積原価総額に対する実際原価の割合で
算出しております (インプット法)。 
②利息収益 
利息収益は、実効金利法により認識しております。 
③配当金 
配当収益は、配当を受け取る権利が確定した時点で認識しております。 

（9）連結納税制度の適用 
当社および一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。 
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（会計上の見積りに関する注記） 
会計上の見積りにより当期に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌期に
係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 
 １．非金融資産の減損 

有形固定資産、のれん及び無形資産の減損テストにおいて、資金生成単位を判別した上で、
当該資金生成単位における使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうちいずれか高い方
を回収可能価額として測定しております。当該処分コスト控除後の公正価値算定上の仮定、
あるいは使用価値算定の基礎となる資金生成単位の使用期間中及び使用後の処分により見
込まれる将来キャッシュ・フローの見積りにおける仮定、割引率等は、将来の不確実な経
済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、翌期の連結計算書類において、有形固
定資産、のれん及び無形資産の金額に重要な影響を生じさせる可能性を有しております。 
健康・農業関連事業セグメントの当社のメチオニン事業は、主にメチオニン市況の低迷に
より、過去数年間営業損益がマイナスとなっておりましたが、製造コストに重要な影響を
及ぼすナフサ価格の高騰により、当期においても営業損益がマイナスとなっていることか
ら、減損の兆候があると認められたため、同事業の有形固定資産40,262百万円について
減損テストを実施しております。減損テストにおける使用価値は将来キャッシュ・フロー
の見積額を現在価値に割り引いて算定しておりますが、その見積りには、販売価格をはじ
めとした仮定を置いております。 
また、医薬品セグメントの連結子会社である大日本住友製薬株式会社ののれん195,144
百万円及び無形資産398,692百万円について、減損テストにおける使用価値は将来キャ
ッシュ・フローの見積額を現在価値に割り引いて算定しておりますが、その見積りには、
対象となる無形資産に関する開発品の上市時期、研究開発活動の成功確率、製品及び開発
品の収益予測等の計画等の多くの仮定が含まれております。 

 
 ２．繰延税金資産の回収可能性 

繰延税金資産については、将来減算一時差異等を利用できる将来課税所得が生じる可能性
が高い範囲内で認識しております。当該回収可能性の判断は、当社グループの事業計画に
基づいて見積もった将来の各事業年度の課税所得を前提としております。当該将来の課税
所得の見積りは、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、翌
期の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を生じさせる可能性を有し
ております。 
当期末の連結財政状態計算書において、繰延税金資産49,121百万円ならびに繰延税金負
債101,299百万円を計上しております。 
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 ３．引当金の測定 
引当金は、将来において債務の決済に要すると見込まれるキャッシュ・フローの期末日に
おける最善の見積りに基づいて測定しております。将来において債務の決済に要すると見
込まれるキャッシュ・フローは、将来の起こりうる結果を総合的に勘案して算定しており
ます。これら引当金の測定において使用される仮定は、将来の不確実な経済条件の変動に
よって影響を受ける可能性があり、翌期の連結計算書類において、引当金の金額に重要な
影響を生じさせる可能性を有しております。 
当期末の連結財政状態計算書において、引当金166,211百万円を計上しております。 

 
 ４．金融商品の公正価値 

特定の金融商品の公正価値を測定する際に、市場で観察可能ではないインプットを利用す
る評価技法を用いております。当該観察不能インプットは、将来の不確実な経済条件の変
動の結果によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、翌期の連結計
算書類において、金融商品の金額に重要な影響を生じさせる可能性を有しております。 
当期末の連結財政状態計算書では、その他の金融資産272,846百万円ならびにその他の
金融負債21,110百万円について、当該評価技法を用いて公正価値を測定しております。 
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（連結財政状態計算書に関する注記） 
 １．担保に供している資産及び担保に係る債務 
   担保に供している資産 

 共同支配企業に対する投資（注） 80,202百万円 
 有形固定資産 5,357百万円 
 受取手形及び売掛金 5,360百万円 
 その他 262百万円 

   担保に係る債務 
 借入金 6,731百万円 
 その他 50百万円 

     （注）共同支配企業の借入金195,328百万円を担保するため、物上保証に供しております。 
 
 ２．資産から直接控除した貸倒引当金 

 営業債権及びその他の債権 7,070百万円 
 その他の金融資産（非流動） 501百万円 

   ３．有形固定資産の減価償却累計額 2,335,687百万円 
   なお、上記の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 
   ４．偶発債務 

 保証債務 198,867百万円 
 
（連結持分変動計算書に関する注記） 
 １．当期末の発行済株式の種類および株式数 
    普通株式 1,655,446,177株 
 
 ２．配当に関する事項 

①配当金支払額 
決  議 株式の種類 配当金の総額 １株当たりの配当額 基 準 日 効力発生日 

2021年５月13日 
取締役会 普通株式 14,715百万円 9.00円 2021年 

３月31日 
2021年 
６月２日 

2021年10月27日 
取締役会 普通株式 16,350百万円 10.00円 2021年 

９月30日 
2021年 
12月２日 

  
②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
決  議 株式の種類 配当金の総額 １株当たりの配当額 基 準 日 効力発生日 

2022年５月13日 
取締役会 普通株式 22,890百万円 14.00円 2022年 

３月31日 
2022年 
６月２日 
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（収益認識に関する注記） 
 １．収益の分解 

当社グループは、｢石油化学｣、｢エネルギー・機能材料｣、｢情報電子化学｣、｢健康・農業
関連事業」および「医薬品」の各製品の製造・販売を主な事業としており、当社の取締役
会が、経営資源の配分の決定および業績の評価をするために、定期的に検討を行う対象と
していることから、これらの事業で計上する収益を売上収益として表示しております。ま
た、売上収益は顧客の所在地に基づき地域別に分解しております。これらの分解した売上
収益と各報告セグメントの売上収益との関連は以下のとおりであります。 

（単位：百万円）  
 石油化学 エネルギー・ 機能材料 

情報電子 
化学 

健康・農業 
関連事業 医薬品 その他 

（注１） 合 計 

日本 281,447 177,559  14,582 113,929  251,926 54,411  893,854 
中国 189,487 37,971 245,411 7,823 38,364 2,252 521,308 
北米 26,897 32,617 7,822 78,947 287,287 83 433,653 
（うち、米国） （23,915）（32,289） （7,822）（72,812）（282,519） （80）（419,437）
その他 344,680 68,239 205,927 273,079 14,132 10,449 916,506 

合計 842,511 316,386 473,742 473,778 591,709 67,195 2,765,321 
うち顧客との契約から 
認識した収益 842,511 316,386 473,742 473,778 579,907 67,195 2,753,519 

うちその他の源泉から 
認識した収益（注２） ― ― ― ― 11,802 ― 11,802 

 （注）１ ｢その他」の事業では、電力・蒸気の供給、化学産業設備の設計・工事監督、運送・倉庫業務および
物性分析・環境分析業務等を行っております。 

２ その他の源泉から認識した収益は、相手先が顧客とはみなされない場合の共同パートナーとの契約
等から生じる売上収益であります。 

 
 ２．履行義務 

当社グループが履行義務を充足する通常の時点、返品および返金の義務については、｢(連
結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）５．会計方針に関する事
項（8）収益」に記載のとおりであります。顧客との契約で約束された製品または役務の
対価は、履行義務の充足時点から主として１年以内に回収しており、重大な金融要素は含
まれておりません。 
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 ３．契約残高 
顧客との契約から生じた契約残高の内訳は、以下のとおりであります。  

 （単位：百万円）

 当期首 
（2021年４月１日） 

当期末 
（2022年３月31日） 

顧客との契約から生じた債権 576,341 652,829 
契約資産 4,151 5,603 
契約負債 21,835 24,711 

 
顧客との契約から生じた債権および契約資産は「営業債権及びその他の債権」に含まれて
おり、契約負債は「その他の負債」に含まれております。 
契約資産は、主に進行中の工事契約の対価および特定の製品の販売に関する契約に基づい
て移転した財またはサービスに係る対価を受け取る権利に対して認識しており、契約負債
は、主に顧客からの前受金に対して認識しております。 
当期の期首時点で契約負債（流動）に含まれていた金額は9,758百万円であります。この
金額のうち、当期に収益として認識されなかった金額に重要性はありません。 
当期において、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から認識した収益
の額に重要性はありません。 

 
 ４．未充足の履行義務に配分した取引価格 

残存履行義務に配分した取引価格および収益の認識が見込まれる時期は１年以内が
25,362百万円、１年超が20,136百万円であります。なお、個別の契約期間が１年以内と
見込まれる取引は、実務上の便法を使用しているため記載を省略しております。また、顧
客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。  

 
 ５．顧客との契約の獲得または履行のためのコストから認識した資産 

当期において、顧客との契約の獲得または履行のために発生したコストの金額に重要性は
ありません。 
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（金融商品に関する注記） 
 １．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク・流動性リ
スク・為替リスク・金利リスク・市場価格の変動リスク）に晒されており、当該財務上の
リスクを軽減するために、リスク管理を行っております。 
①信用リスク 
当社は、債権管理について定めた社内規程に従い、営業債権について、各事業部門におけ
る営業担当部が定期的に全営業取引先の状況、販売取引高および債権残高をチェックして
取引方針の見直しを実施するとともに、財務状況等の悪化等による取引先の信用リスクの
早期把握や軽減を図っております。 
連結子会社においても、各社の規程に基づき事業部門または経理担当部門が取引先の財務
状況および信用状況の管理を行っております。 
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、
信用度の高い金融機関および商社とのみ取引を行っており、信用リスクに及ぼす影響は限
定的です。 
なお、特定の取引先について重要な信用リスクのエクスポージャーはなく、特段の管理を
要する信用リスクの過度な集中はありません。 
②流動性リスク 
流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するにあたり、
支払期日にその支払を実行できなくなるリスクであります。 
当社は、各部署の入出金予定に基づき、財務担当部門が適時に資金繰り計画を作成・更新
しております。手許流動性は、資産効率を考慮して、通常は売上収益の1日分相当程度に
抑制しておりますが、金融機関との間に当座借越契約および総額103,000百万円のコミ
ットメント・ライン契約を締結することなどにより、流動性リスクを管理しております。
なお、当期末において、コミットメント・ライン契約の使用残高はありません。 
また、国内および海外のグループ会社に関しては、グループファイナンスの実施によって
相互の資金融通を可能とすることで流動性リスクを管理しております。 
③為替リスク 
当社および一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務および借入金について、通貨別
月別に把握された為替の変動リスクに対して為替予約取引をヘッジ目的で利用しておりま
す。なお、当社グループは、取引の対象物の価格変動に対する当該取引の公正価値の変動
率が大きい取引（レバレッジの効いたデリバティブ取引）は利用しておりません。 
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④金利リスク 
当社グループは、資金需要に対してその内容や財務状況および金融環境を考慮し、調達の
金額・期間・方法等を判断しております。今後の金利の変動に備え、固定金利・変動金利
を適宜組み合わせて調達を行っておりますが、金利が上昇した場合には支払利息が増加し、
当社グループの経営成績ならびに財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。当社およ
び一部の連結子会社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワッ
プ取引を利用しております。 
⑤市場価格の変動リスク 
当社グループは、主に取引先企業等との関係の強化・維持を目的として事業運営上の関係
を有する企業の株式を保有していることから、株価の変動リスクに晒されております。な
お、株式については定期的に公正価値や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、
取引先企業との関係を勘案して保有状況を定期的に見直しております。 

 
 ２．金融商品の公正価値等に関する事項 
①金融商品の帳簿価額と公正価値 
金融商品の公正価値ヒエラルキーは、公正価値測定に用いたインプットのレベル区分に基
づき、以下のいずれかに分類しております。 
レベル１ ：活発な市場における同一の資産または負債の市場価格 
レベル２ ：レベル１以外の、直接または間接的に観察可能な価格で構成されたインプット 
レベル３ ：観察可能な市場データに基づかないインプット 

当期末における償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであり
ます。 

（単位：百万円）  
 帳簿価額 公正価値 

金融負債：   
 社債 606,720 613,425 
 長期借入金 564,439 562,006 

 上記には、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品は含めておりません。 
社債の公正価値は、市場価格に基づいて算定しております。 
長期借入金の公正価値は、将来キャッシュ・フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しております。 
償却原価で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーについては、社債はレベル２、その他のものはレベ
ル３に分類しております。 
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当期末における公正価値で測定する金融資産および金融負債は、以下のとおりであります。 
金融商品のレベル間の振替は、振替のあった報告期間の期末日に認識することとしており
ます。なお、当期において、レベル３からレベル１への振替がありました。当該振替は、
以前取引所に上場しておらず、観察可能である活発な市場で取引がなかった企業の株式が
取引所に上場したことによるものです。同社の株式は現在活発な市場において取引されて
おり、活発な市場における取引相場価格を有しているため、公正価値の測定額を公正価値
ヒエラルキーのレベル３からレベル１に振替えております。上記以外に、各報告期間にお
いて、レベル間の振替が行われた金融商品はありません。 

 
（単位：百万円）  

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
資産：     
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     
貸付金 ― ― 167,401 167,401 
長期未収利息 ― ― 23,077 23,077 
ヘッジ手段に指定されたデリバティブ資産 ― 288 ― 288 
ヘッジ手段に指定されていない 
デリバティブ資産 ― 1,412 ― 1,412 

その他の金融資産 5,977 4,894 896 11,767 
小  計 5,977 6,594 191,374 203,945 

その他の包括利益を通じて公正価値で 
測定する金融資産     

株式及び出資金 201,622 ― 81,472 283,094 
その他の金融資産 ― 3,364 ― 3,364 

小  計 201,622 3,364 81,472 286,458 
合  計 207,599 9,958 272,846 490,403 

負債：     
純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     
ヘッジ手段に指定されたデリバティブ負債 ― 13,588 ― 13,588 
ヘッジ手段に指定されていない 
デリバティブ負債 ― 11,710 ― 11,710 

条件付対価 ― ― 4,419 4,419 
その他の金融負債 ― ― 16,691 16,691 

合  計 ― 25,298 21,110 46,408 
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②レベル３に区分された金融商品の調整表 
レベル３に区分された金融商品の当期首から当期末までの変動は、以下のとおりでありま
す。 
なお、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産を「FVTPLの金融資産｣、その他の包
括利益を通じて公正価値で測定する金融資産を「FVTOCIの金融資産｣、純損益を通じて
公正価値で測定する金融負債を「FVTPLの金融負債」と記載しております。 

（単位：百万円）  
 FVTPLの 

金融資産 
FVTOCIの 
金融資産 

FVTPLの 
金融負債 

期首残高 168,296 189,075 22,692 
レベル３へ（から）の振替（注１） ― △52,227 ― 
利得および損失合計 4,381 △68,718 △2,558 
純損益（注２） 4,381 ― △2,558 
その他の包括利益 ― △68,718 ― 

増加 587 13,829 1,893 
減少 △94 △112 △2,007 
その他（注３） 18,204 △375 1,090 
期末残高 191,374 81,472 21,110 

 （注）１ 当期において、レベル３からレベル１への振替がありました。当該振替は、以前取引所に上場
しておらず、観察可能である活発な市場で取引がなかった企業の株式が取引所に上場したこと
によるものです。 

２ 純損益に含まれている利得および損失のうち、FVTPLの金融資産に関するものは、連結損益計
算書の「金融収益」および「金融費用」に含まれております。また、FVTPLの金融負債に関す
る利得および損失のうち、条件付対価の公正価値変動は連結損益計算書の「販売費及び一般管
理費」に、その他の金融負債に係るものは「金融収益」および「金融費用」に含まれておりま
す。 

３ ｢その他」には主に外貨建金融商品に係る為替換算差額が含まれております。 
４ 公正価値ヒエラルキーレベル３に区分された公正価値測定は、適切な権限者に承認された評価
方針および手続に従って行われており、金融商品の個々の資産性質、特徴ならびにリスクを最
も適切に反映できる評価モデルを決定しております。また、評価者は公正価値の変動に影響を
与え得る重要な指標の推移と公正価値の推移を比較し、合理的に説明可能であるか継続的に検
証しております。 
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レベル３に区分された金融商品の公正価値測定に係る重要な観察不能インプットは、以下
のとおりであります。 
・FVTPLの金融資産については、割引キャッシュ・フロー法により公正価値を算定してお
り、重要な観察不能インプットは将来キャッシュ・フローの総額197,409百万円およ
び割引率3.10％であります。 
・FVTOCIの金融資産は主に非上場株式で構成されており、原則として割引キャッシュ・
フロー法等により公正価値を算定しておりますが、公正価値が純資産価値に近似してい
ると考えられる非上場株式等については、主に純資産価値に基づく評価技法により公正
価値を算定しております。 
・FVTPLの金融負債のうち、条件付対価は割引キャッシュ・フロー法により公正価値を算
定しており、重要な観察不能インプットは関連する事業から生じる売上収益および割引
率であります。その他の金融負債は、一部の連結子会社で発行済の優先株式の持分を、
株式の保有者の要求に基づきいつでもその純資産価値に基づく価額で償還可能であるた
め金融負債として認識したものであり、純資産価値に基づく評価技法により公正価値を
算定しております。 
・上記観察不能インプットは、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって影響を受け
る可能性があります。 

 
（１株当たり情報に関する注記） 
  １株当たり親会社所有者帰属持分  745円03銭 
  基本的１株当たり当期利益  99円16銭 
 



 
01_0311910092206.docx 
 5/21/2022 9:48:00 AM印刷 26/38 

―（26）― 

株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） 
 

（単位：百万円）  

 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本 合計 資本準備金 その他資本 剰余金 
資本剰余金 
合計 利益準備金 その他利益 剰余金（注） 

利益剰余金 
合計 

当期首残高 89,699 23,695 2 23,698 21,361 184,436 205,797 △8,334 310,859 
当期変動額          
剰余金の配当      △31,065 △31,065  △31,065 
当期純利益      61,736 61,736  61,736 
自己株式の取得        △9 △9 
自己株式の処分   0 0    0 0 
株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額）          

当期変動額合計 ― ― 0 0 ― 30,671 30,671 △9 30,663 
当期末残高 89,699 23,695 2 23,698 21,361 215,107 236,468 △8,343 341,522 
 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 36,608 △1,233 35,375 346,234 
当期変動額     
剰余金の配当    △31,065 
当期純利益    61,736 
自己株式の取得    △9 
自己株式の処分    0 
株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） △968 △7,141 △8,109 △8,109 

当期変動額合計 △968 △7,141 △8,109 22,554 
当期末残高 35,640 △8,374 27,267 368,789 
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（注）その他利益剰余金の内訳 
 

（単位：百万円）  
 別途積立金 繰越利益剰余金 合計 

当期首残高 130,000 54,436 184,436 
当期変動額    
剰余金の配当  △31,065 △31,065 
当期純利益  61,736 61,736 

当期変動額合計 ― 30,671 30,671 
当期末残高 130,000 85,107 215,107 
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個別注記表 
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
 １．資産の評価基準および評価方法 
（1）有価証券 
① 満期保有目的の債券 … 償却原価法 
② 子会社株式および関連会社株式 …原価法（移動平均法） 
③ その他有価証券  
  市場価格のない  … 
 株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定） 

  市場価格のない  … 
 株式等 

原価法（移動平均法） 

（2） デリバティブ    … 時価法 
（3） 棚卸資産      … 原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定) (総平均法) 
 
 ２．固定資産の減価償却の方法 
（1） 有形固定資産（リース資産以外） …定額法 
（2） 無形固定資産 …定額法 
（3） リース資産  

 所有権移転外ファイナンス・ 
リース取引に係るリース資産 

…リース期間定額法 

 
 ３．引当金の計上基準 
（1） 貸倒引当金 

受取手形等貸金の貸倒れによる損失に備えるため設定しており、一般債権については合
理的に見積った貸倒率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（2） 賞与引当金 
従業員賞与等の支出に備えるため設定しており、支給見込額に基づき、当期に負担すべ
き額を計上しております。 

（3） 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため設定しており、当期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付
見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。 
過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 
(３年) による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（３年）による定額法により按分した額を、発生した期あるいは翌期から費用処理し
ております。   
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（4） 修繕引当金 
製造設備等にかかる定期修繕費用の支出に備えるため設定しており、支出費用見込額の
うち前回の定期修繕の日から当期末までの期間に対応する額を計上しております。 

（5） 環境対策引当金 
環境対策を目的とした支出に備えるため設定しており、当期末における発生費用の見積
額を計上しております。 

（6） 固定資産撤去費用引当金 
固定資産の撤去工事に伴う費用の支出に備えるため設定しており、その支出費用見込額
を計上しております。 

（7） 関係会社事業損失引当金 
関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案し、投資額を超え
て当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。 

 
 ４．収益の計上基準 
   ①顧客との契約から生じる収益 

当社は、次の５ステップアプローチに基づき、約束した製品または役務を顧客に移転し、
顧客が当該製品または役務に対する支配を獲得した時に収益を認識しております。 
ステップ１：契約の識別 
ステップ２：履行義務の識別 
ステップ３：取引価格の算定 
ステップ４：履行義務への取引価格の配分 
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識 
当社は石油化学、エネルギー・機能材料、情報電子化学、および健康・農業関連事業の
各製品の製造・販売を主な事業としており、これらの製品の販売については、製品の引
渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し
ていることから、製品の引渡時点で収益を認識しております。また、収益は顧客との契
約において約束された対価から、返品、値引きおよび割戻し等を控除した収益に重大な
戻入れが生じない可能性が高い範囲内の金額で算定しております。 

   ②利息収益 
利息収益は、実効金利法により認識しております。 

   ③配当金 
配当収益は、配当を受け取る権利が確定した時点で認識しております。 

 
 ５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
（1） 繰延資産の処理方法 

    支出時に全額費用として処理しております。 
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（2） ヘッジ会計の方法 
   ①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。金利スワップについては特例処理を採用しておりま
す。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段  ヘッジ対象  為替予約 外貨建債権債務取引 
金利スワップ 資金調達等に伴う金利取引 
商品先渡取引 アルミニウム地金の売買取引 

   ③ヘッジ方針 
デリバティブ取引の限度額を実需の範囲とする方針であり、投機目的によるデリバティ
ブ取引は行わないこととしております。 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 
それぞれのヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性
を評価しております。ただし、特例処理を採用している金利スワップについては、有効
性評価を省略しております。 

（3） 連結納税制度の適用 
    連結納税制度を適用しております。 
（4） 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなりま
す。ただし、｢所得税法等の一部を改正する法律｣（令和２年法律第８号）において創設
されたグループ通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税
制度の見直しが行われた項目については、｢連結納税制度からグループ通算制度への移
行に係る税効果会計の適用に関する取扱い｣（実務対応報告第39号 2020年３月31日）
第３項の取扱いにより、｢税効果会計に係る会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指
針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延税
金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 
なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地
方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を
適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い｣（実務対応報告第42号 2021年８
月12日）を適用する予定であります。 

（5） 退職給付に係る会計処理 
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連
結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 
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（会計方針の変更に関する注記） 
・収益認識に関する会計基準等の適用 
｢収益認識に関する会計基準｣（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という｡）および「収益認識に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適
用指針第30号 2021年３月26日）を当事業年度の期首より適用し、約束した製品また
は役務を顧客に移転した時点で、顧客が当該製品または役務に対する支配を獲得した時に
収益を認識することとしております。 
これにより、従来は出荷時に収益を認識しておりましたが、主に着荷時に収益を認識する
方法に変更しております。 
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経
過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場
合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな
会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、
当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識し
た契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。この変更が当事業年度の計算書類
に与える影響は軽微であります。 
・時価の算定に関する会計基準等の適用 
｢時価の算定に関する会計基準｣（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という｡）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項およ
び「金融商品に関する会計基準｣（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来に
わたって適用しております。これによる計算書類に与える影響はありません。 
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（会計上の見積りに関する注記） 
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事
業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

  １．固定資産の減損 
   有形固定資産 38,706百万円
  ２．繰延税金資産の回収可能性 
   繰延税金負債（純額） 19,147百万円

会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報については、連結注記表に同一の内容を
記載しているため、省略しております。 

 
（貸借対照表に関する注記） 
 １．担保に供している資産 
  関係会社株式（注） 104,578百万円
    （注）関連会社の借入金195,328百万円を担保するため、物上保証に供しております。 
 
２. 有形固定資産の減価償却累計額 1,077,181百万円
   なお、上記の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 
 
 ３．偶発債務 
  保証債務 326,023百万円
  債権流動化に伴う買戻し義務額 306百万円
 
 ４．関係会社に対する金銭債権債務 
  短期金銭債権 195,545百万円
  長期金銭債権 189,605百万円
  短期金銭債務 94,758百万円
  長期金銭債務 435百万円
 
（損益計算書に関する注記） 
  関係会社との取引高 
   営業取引による取引高 
  売上高 403,740百万円
  仕入高 284,432百万円
  営業取引以外の取引による取引高 15,049百万円  
（株主資本等変動計算書に関する注記） 
  当期末における自己株式の種類および株式数 
  普通株式 20,474,797株
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（税効果会計に関する注記） 
   繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
   繰延税金資産 

 投資有価証券 30,137百万円 
 繰越欠損金 21,172百万円 
 固定資産減損損失 5,652百万円 
 賞与引当金 3,981百万円 
 棚卸資産 3,598百万円 
 減価償却費 3,079百万円 
 退職給付引当金 2,664百万円 
 固定資産撤去費用引当金 2,544百万円 
 その他 16,359百万円 
 繰延税金資産小計 89,186百万円 
 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △21,172百万円 
 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △49,148百万円 
 評価性引当額小計 △70,320百万円 
 繰延税金資産合計 18,866百万円 

   繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △15,051百万円
 前払年金費用 △19,860百万円
 退職給付信託設定益 △2,380百万円
 その他 △722百万円
 繰延税金負債合計 △38,013百万円
繰延税金負債純額 △19,147百万円
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（関連当事者との取引に関する注記） 
  子会社および関連会社 
 

属性 会社等の名称 
議決権等の 
所有 

（被所有） 
割合（％） 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

子会社 

大日本住友製薬株式会社 
（所有） 
直接 
51.78 

当社製品の 
販売先 
資金の 
借入先 

資金の借入 
（注１） △439 短期借入金 27,239 

利息の支払 
（注１） 12 未払費用 8 

住化ファイナンス株式会社 
（所有） 
直接 
100.00 

資金の 
預り先 

資金の預り 
（注２） △13,800 預り金 22,100 

利息の支払 
（注２） 20 未払費用 5 
資金の貸付 
（注３） ― 長期貸付金 91,793 

利息の受取 
（注３） 1,733 未収利息 536 

日本メジフィジックス株式会社 
（所有） 
直接 
50.00 

資金の 
預り先 

資金の預り 
（注４） 5,800 預り金 8,300 
利息の支払 
（注４） 3 未払費用 0 

スミトモ ケミカル 
アジアプライベート 
リミテッド 

（所有） 
直接 
100.00 

当社製品の 
販売先 

債務保証 
（注５） 35,498 ― ― 

ＳＳＬＭ株式会社 
（所有） 
直接 
100.00 

当社製品の 
販売先 

債務保証 
（注６） 18,082 ― ― 

ベーラント Ｕ.Ｓ.Ａ. 
ＬＬＣ 

（所有） 
間接 
100.00 

当社製品の 
販売先 

製品の販売 
（注７） 17,626 売掛金 16,785 

資金の貸付 
（注８） 12,239 短期貸付金 12,239 

利息の受取 
（注８） 11 未収利息 8 

スミトモ ケミカル 
ブラジル インダストリア 

キミカ Ｓ.Ａ. 

（所有） 
間接 
100.00 

当社製品の 
販売先 

債務保証 
（注９） 43,362 ― ― 

スミトモ ケミカル 
ド ブラジル 

Representações Ltda 

（所有） 
直接 
100.00 

当社製品の 
開発・普及・ 
販売先 

製品の販売 
（注10） 22,934 売掛金 22,255 
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属性 会社等の名称 
議決権等の 
所有 

（被所有） 
割合（％） 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

関連会社 

京葉エチレン株式会社 
（所有） 
直接 
45.00 

製品の 
購入先 
原材料の 
売却先 

ナフサ等の 
原材料の 
売却 

（注11） 
100,401 未収入金 1,295 

エチレン等 
の製品 
の購入 
（注12） 

104,697 買掛金 1,505 

ラービグ リファイニング 
アンド ペトロケミカル 

カンパニー 

（所有） 
直接 
37.50 

当社技術の 
供与先 

資金の貸付 
（注13） ― 長期貸付金 74,658 

利息の受取 
（注13） 1,329 

投資その他 
の資産 
「その他」 
（長期未収 
利息） 

23,077 

債務保証 
（注14） 195,782 ― ― 

担保の差入 
（注15） 195,328 ― ― 

  取引条件および取引条件の決定方針等 
（注１） 大日本住友製薬株式会社からの資金の借入については、市場金利を勘案して決定しております。 

なお、取引金額には、当期における純増減額を記載しております。 
（注２） 住化ファイナンス株式会社からの資金の預りについては、市場金利を勘案して決定しております。 

なお、取引金額には、当期における純増減額を記載しております。 
（注３） 住化ファイナンス株式会社への資金の貸付については市場金利を勘案して決定しております。なお、

取引金額には、当期における純増減額を記載しております。また、当該貸付は形式的・名目的に住
化ファイナンスを経由したものであり、実質的な貸付先はラービグ リファイニング アンド ペ
トロケミカル カンパニーとなります。 

（注４） 日本メジフィジックス株式会社からの資金の預りについては、市場金利を勘案して決定しておりま
す。なお、取引金額には、当期における純増減額を記載しております。 

（注５） スミトモ ケミカル アジア プライベート リミテッドのラービグ リファイニング アンド 
ペトロケミカル カンパニーからの仕入債務および金融機関からの借入債務につき、債務保証を行
っております。なお、取引金額には、保証債務の期末残高を記載しております。 

（注６） ＳＳＬＭ株式会社の金融機関等からの借入債務につき、債務保証を行っております。なお、取引金
額には、保証債務の期末残高を記載しております。 

（注７） ベーラント Ｕ.Ｓ.Ａ. ＬＬＣへの製品の販売については、市場価格等を勘案して決定しております。 
（注８） ベーラント Ｕ.Ｓ.Ａ. ＬＬＣへの資金の貸付については市場金利を勘案して決定しております。な

お、取引金額には、当期における純増減額を記載しております。 
（注９） スミトモ ケミカル ブラジル インダストリア キミカ Ｓ.Ａ.の金融機関等からの借入債務および買

掛債務につき、債務保証を行っております。 
なお、取引金額には、保証債務の期末残高を記載しております。   
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（注10） スミトモ ケミカル ド ブラジル Representações Ltdaへの製品の販売については、市場価格等を
勘案して決定しております。 

（注11） 京葉エチレン株式会社への原材料の売却については、市場価格等を勘案して決定しております。 
（注12） 京葉エチレン株式会社からの製品の購入については、市場価格等を勘案して決定しております。 
（注13） ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパニーへの資金の貸付については市場

金利を勘案して決定しております。なお、取引金額には、当期における純増減額を記載しておりま
す。 

（注14） ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパニーの金融機関からの借入債務につ
き、債務保証を行っております。なお、取引金額には、保証債務の期末残高を記載しております。 

（注15） ラービグ リファイニング アンド ペトロケミカル カンパニーの金融機関からの借入債務を担
保するため、当社が保有する同社株式を物上保証に供しております。なお、取引金額には、担保に
係る債務の期末残高を記載しております。 

 
（収益認識に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「(連結計
算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）５．会計方針に関する事項 
(8) 収益」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。 

 
（１株当たり情報に関する注記） 
  １株当たり純資産額  225円56銭 
  １株当たり当期純利益  37円76銭 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
備考 
連結注記表および個別注記表の記載金額は四捨五入により表示しております。 
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